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平素は、当組合をご利用いただきありがとうございます。 

さて、ロシアによるウクライナ侵攻から４年が経ちましたが、今なお戦争終結に向けた

兆しは見通せないなか、今年に入ってからの中東情勢の緊迫化によって原油や資材の価格

上昇と供給の不安定化が世界的に拡大する事態となり、地域農業を取り巻く環境は一段と

厳しさを増す１年となりました。 

こうした国際情勢の先行きの不透明性に伴って円安の進行も加速し、くらしや営農に関

わる多くを輸入に依存する日本においては、「良質な食料を、合理的な価格で、安定して手

に入り続ける状態を維持する」という食料安全保障の確保に大きな影響を及ぼす年となり

ました。 

また、金融情勢を見ましても、日銀による政策金利の段階的な引き上げや日経平均株価

が過去最高となるなど、景気上昇局面の動きを見せておりますが、日々の生活実感との乖

離が大きく、依然として不透明感のある状況が続いております。 

将来への見通しの不確実さが増すなか、当組合では、３か年計画の実践初年度として、

①農業基盤の確立、②経営基盤の強化、③組織・事業基盤の構築を軸に持続可能な農業の

実現と安全安心な食料の安定確保に向けて組織経営の基盤の強化を図りながら、食と農の

未来づくりに向けて各種施策を実践してまいりました。 

令和７年度の経営状況として、全体の事業総利益段階において、計画を上回る実績を確

保することができました。販売事業につきましては皆様のご協力もあり、受託販売品の取

扱高は、66,081,083 千円となり、前年度の実績ならびに当年度の計画を上回る成果となり

ましたこと、厚く御礼申し上げます。事業利益段階においても、事業管理費の抑制などに

より、当年度の計画を上回る結果として、664,493 千円を確保することができました。 

経営環境は絶えず変化しており、貯金量の流出を踏まえた余裕金の効果的な運用、長期

共済保有高の維持、生産資材価格の高騰に向けた対応、集出荷場などの共同利用施設の再

編と更新、米価の変動を踏まえた主食用米の安定供給、中山間地域の農業生産基盤の維持

・強化など、組合経営の重要な課題として強く認識しております。経営理念に掲げるより

よい未来づくりに向けて一つひとつ取組んでいく所存でございますので、当組合へのご支

援とご協力を引き続き賜りますようお願いいたします。 

 

高知県農業協同組合 

代表理事組合長 島田 信行 

＜経営理念＞ 

高知県の豊かな自然の恵みを生かして、組合員・地域の皆様と共により良い「未来」
をつくります。 

＜経営方針＞ 

・地域農業を振興し、農業者の所得増大を実現します。 

・人と人とのつながりを大切にし、心豊かな地域社会を創造します。 

・新たな改革に挑戦し続け、さらなる協同の成果を実現します。 
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１．経営管理体制 
当組合は農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構

成される「総代会」の決定事項を踏まえ、総代会において選出された理事に

より構成される「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会で選任

された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。 

組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、女

性部などから理事の登用を行っています。また、信用事業については専任担

当の理事を置くとともに、農業協同組合法第 30 条に規定する常勤監事および

員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。 
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２．事業の概況 

令和７年度は、ロシアのウクライナ侵攻の長期化に加えて中東情勢の緊迫化によ

り原油、資材価格の高騰と供給の不安定化が世界的に拡大する１年となりました。

国際情勢の不透明感に伴う世界経済の混乱に加え、海外との金利差などによる円安

進行が加速し、資源の大半を輸入に依存する国内では輸入コストの上昇に伴う物価

上昇により、わたしたちのくらしや営農に影響を及ぼす事態となりました。 

また、異常気象も引き続き発生する年となり、夏場の記録的な猛暑や冬場の深刻

な水不足に見舞われたほか、カムチャツカ地震をはじめとする大地震が全国で頻発

し、食料、農業を取り巻く環境は自然の脅威に脅かされる年でもありました。 

当組合では、経営理念に掲げる地域農業の振興ならびに地域社会の創造に向け

て、３か年計画を策定し、①農業基盤の確立、②経営基盤の強化、③組織・事業基

盤の構築を軸に各種施策を実践し、「農業者の所得増大」、「農業生産の拡大」、

「地域の活性化」に向けた『不断の自己改革』の実践とその土台となる『経営基盤

および事業基盤の強化』への取組を進めました。 

「農業者の所得増大」、「農業生産の拡大」の実現に向けては、生産コスト高騰

の影響を緩和するための価格転嫁対策、出荷コスト低減対策に取組んだほか、園芸

用ハウス等の整備や行政等と連携して新規就農者の確保を進めました。集出荷場再

編構想に基づく品目の集約に向けた協議や園芸流通センター移転構想に向けては、

「園芸流通センター移転対策協議会」を組成し、移転先の用地取得や基本構想案の

策定に向けて検討しました。食農教育活動や生活文化活動を通じた組合員や地域住

民との関係づくりにも取組み、広報活動を通じて組合の事業活動の情報発信も行い

ました。 

令和７年度の経営状況については、信用事業では、概ね計画通りの収益を獲得す

ることができましたが、ポートフォリオの再構築に向けた債券の入替に伴う売却損

が生じ、信用事業総利益は 3,503,080 千円（計画比 93.9％）となりました。共済事

業では、長期総合実績が順調に推移し、長期共済新規契約が増えたことなどから、

共済事業総利益は 3,073,841 千円（同 104.8％）となりました。購買事業では、生

産資材の供給は概ね計画通りに推移したものの、暖冬傾向による重油の供給減など

で購買事業総利益は 3,086,324 千円（同 97.5％）となりました。販売事業総利益

は、青果物販売が好調に推移したことなどから、2,986,265 千円（同 102.2％）と

なったほか、加工事業総利益は、米価の高騰などを背景に 580,786 千円（同 164.1

％）となりました。 

事業利益は、業務の効率化などの事業管理費の抑制により 664,493 千円（同 333.

5％）となりました。 

当組合の財務状況については、令和６年度を上回る当期未処分剰余金を確保する

ことができ、令和７年度の単体自己資本比率は前年度より 0.24 ポイント増の 15.50

％となりました。
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【令和７年度の事業実績】 
 

（単位：千円） 

区   分 項目 令和７年度 

財務 

事業利益 664,493 

経常利益 1,140,639 

当期剰余金 878,398 

総資産 699,063,713 

純資産 35,811,796 

信用事業 

貯金 641,437,383 

預金 492,348,902 

貸出金 102,781,486 

有価証券 29,061,990 

  国債 16,407,710 

  その他 12,654,280 

共済事業 
長期共済保有高 1,774,676,981 

短期共済新契約掛金 4,002,633 

購買事業 購買品供給高 13,871,783 

販売事業 販売品販売・取扱高 71,514,007 
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３．農業振興活動 
「不断の自己改革」に引き続き邁進し、協同の力と総合事業の力を発揮し

ながら「農業者の所得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活性化」に向

けて事業活動に取組んでまいります。 

不祥事再発防止策の徹底によるリスク管理の強化を図るとともに、３か年

計画の着実な実践ならびに遊休資産の流動化、施設の改修等の具体化などに

取組むことで、組合経営の健全性の確保を目指します。 

 

【農業所得増大対策】 
生産コスト高騰の影響を緩和するための価格転嫁対策、出荷コスト低減

対策および農業労働力確保対策を中心に取組むとともに、集出荷場の再編

・品目集約に向けた協議も進め、集出荷場の効率的な運営を図ります。 

【営農指導事業】 
品目担当専門営農指導員を中心に現地研修会等を開催し、営農指導体制

の強化に努め、栽培技術の向上を目指すとともに、野菜主要６品目の「農

業振興計画」およびショウガを加えた７品目の「産地総点検運動」の進捗

管理を行い、地域・産地の課題解決に取組みます。 

【販売事業】 
園芸、米、特産品、畜産の販売力の強化、食品表示・衛生管理の徹底に努

めながら、安全・安心な県産品の安定供給につなげていきます。園芸流通セ

ンター移転構想の具体化に向けた研究も進め、将来も安心して農産物の流通

が維持継続できる体制の確立を目指します。 

【直販事業】 

「ＪＡファーマーズマーケットとさのさと」も含めた店舗間連携を強化し

「売れる店舗づくり」に取組むほか、ホームページの店舗紹介の充実に取組

むとともにＳＮＳでの情報発信を行い、地産地消のＰＲに取組みます。 

【購買事業】 
営農部門と連携して銘柄集約に向けた対応を行うなど生産資材コストの

低減に向けた取組を進めるほか、女性部と連携を図りながらエーコープマ

ーク品の普及拡大などに取組み、生活資材の供給を行います。 

【信用事業】 
金融サービスの拡充および事務効率化・事務堅確性の向上に取組み、ＪＡ

バンクならではのサービスの提供と、組合員・利用者のライフプランにあわ

せた金融サービスの提供を一層進めてまいります。 

【共済事業】 
３Ｑ訪問活動を通じて組合員の皆様に寄り添い、必要な方への必要な保障

の提供により、さらなる「安心」と「満足」を届けます。小学校新入生への

黄色い傘の寄贈や交通安全教室を開催し、地域貢献活動にも取組みます。 
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４．地域貢献情報 

「地域の活性化」に向け、くらしの活動で掲げる４つの重点事項（食農教

育、高齢者生活支援、生活文化活動、防災活動）を中心にして、地域コミュ

ニティづくりに取組みます。 

また、中山間地域等のライフラインの要としての役割を発揮し、地域に根

差した協同組合として組合員・利用者の営農とくらしをサポートします。 

当組合の資金は、その大半が組合員・地域住民の皆様からお預かりした大

切な財産である「貯金」を源泉としております。組合員・地域住民の皆様や、

地方公共団体等に貸出金を通じて資金を供給しております。 

令和７年度末の貯金・貸出金の残高は、以下のとおりです。 

 

①貯金残高  

（単位：千円） 

項目 令和７年度 

要求払貯金 289,057,730 

定期性貯金 352,379,653 

合計 641,437,383 

 

②貸出金残高 

（単位：千円） 

貸出先 令和７年度 

組合員（みなし組合員を含む） 94,845,359 

地方公共団体・地方公社 6,863,697 

その他 1,072,429 

合計 102,781,486 
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５．リスク管理の状況 
◇リスク管理体制 

〔リスク管理の考え方〕 

組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、よ

り健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。 

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切

に対応すべくリスク管理の考え方に基づき、認識すべきリスクの種類や管

理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。 

このリスク管理の考え方に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な

資産自己査定の実施などを通じてリスク管理体制の充実・強化に努めてい

ます。 

〔マネー・ローンダリング・テロ資金供与に関する取組〕  

マネー・ローンダリング・テロ資金供与（以下、マネロン等）対策に

ついて、国際的な要請が高まってきており、当組合でも、マネロン等リ

スクへの対応を経営戦略上の重要課題と捉え、基本規定として、「マネ

ー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方

針」「マネー・ローンダリング等への対応に関する規則」「当組合にお

ける取引のリスク評価書」を制定し、マネロン・テロ資金供与対策等へ

の取組方針、ならびに犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づく

取引時確認および疑わしい取引の届出を適切に実施するための態勢等を

定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①信用リスク管理 

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値

が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当組合

は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決

【関係規定体系】 

              

 

 

 

 

 

針 

【信用】取引時確認・疑わしい取引の届出事務手続（統一版） 

【共済】事務手続要領（組合編） 

当組合における取引のリスク評価書 

 

反社会的勢力等への対応に関する規則 
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定しています。通常の貸出取引については、本所に融資審査部門を設置し

各支所と連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたって

は、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うととも

に、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っていま

す。 

また、資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正

に行っており、不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産

の健全化に取組んでいます。資産自己査定の結果、貸倒引当金については

「債権の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産および財務の健

全化に努めています。 

 

  ②市場リスク管理 

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクタ

ー（リスク要因）の変動により、資産・負債の価値が変動し、損失を被る

リスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのこ

とです。主に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。金利リスクと

は、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミ

スマッチが存在している中で金利が変動することにより、利益が低下ない

し損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等

の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。 

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確に

コントロールすることにより、収益化および財務の安定化を図っていま

す。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡ

ＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変

化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。 

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資

環境分析および当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなど

を考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成する

ＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換および意思決定を行

っています。 

運用部門は、理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ委員会で決定され

た方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。 

運用部門が行った取引については、リスク管理部門が適切な執行を行っ

ているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い、経営層に報告

しています。 

 

③流動性リスク管理 

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出に

より、必要な資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利で

の資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリ
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スク）および市場の混乱等により市場において取引ができないため、通

常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を

被るリスク（市場流動性リスク）のことです。 

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の

資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場

流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、

種類ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの

策定の際に検討を行っています。 

  

   ④オペレーショナル・リスク管理 

 オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、

システムが不適切であること又は外生的な事象による損失を被るリスク

のことです。 

当組合では、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リス

クや市場リスクおよび流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する

事務、システム、法務などについて事務処理や業務運営の過程において、

損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなど

について、事務手続を整備し、定期検査等を実施するとともに、事故・

事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握する体制を整備して、リ

スク発生後の対応および改善が迅速・正確に反映ができるよう努めてい

ます。 

 

⑤事務リスク管理 

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を

起こすことにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当組合では、

業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務

マニュアルを整備するとともに、自主検査を実施し事務リスクの削減に努

めています。また、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握

し改善を図るとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防

止策を実施しています。 

 

  ⑥システムリスク管理 

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、シ

ステムの不備に伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが

不正に使用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当

組合では、㈱高知県農協電算センター等と連携をとりながらコンピュータ

システムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努め、システムの万一

の災害・障害等に備えた管理体制を構築しております。 
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◇マネー・ローンダリング等への対応 
昨今の国際情勢をふまえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供

与等の金融サービスの濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれ

までになく高まっています。当組合ではマネロン等対策を重要課題の１

つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。 

 

◇法令遵守体制 

〔コンプライアンス基本方針〕 

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対す

る社会の厳しい批判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るために

は、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になって

います。 

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつと

して位置づけ、この徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼

性向上に繋がるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取組み

ます。 

〔コンプライアンス運営態勢〕 

コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合

長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置しています。 

基本姿勢および遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マ

ニュアル」を策定し、研修会を行い全役職員に徹底しています。 

 

◇金融ＡＤＲ制度（裁判外紛争解決制度）への対応 

①苦情処理措置の内容 

当組合では、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備の

うえ、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速かつ適切な対応に

努め、苦情等の解決を図ります。 

当組合の苦情等受付窓口は、各支所窓口または下記までお問合せ下さい。 

 

【信用事業】 

 信用事業本部 信用事務部 信用事務指導課 

（電話：088-821-6184、平日 午前９時～午後５時） 

 ※ なお、ＪＡバンクにおける金融ＡＤＲ制度への対応は、ＪＡバ

ンク高知ホームページ（https://www.jabank-kochi.jp）をご覧

ください。 

【共済事業】 

 共済事業本部 事務部 共済事務課 

（電話：088-821-6191、平日 午前９時～午後５時） 

   ※ なお、ＪＡ共済における金融ＡＤＲ制度への対応は、ＪＡ共済

ホームページ（https://www.ja-kyosai.or.jp）をご覧ください。 
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②紛争解決措置の内容 

  当組合では、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。 

  【信用事業】 

愛媛弁護士会紛争解決センター（電話：089-941-6279） 

岡山弁護士会岡山仲裁センター 

※ ①の窓口またはＪＡバンク相談所(一般社団法人ＪＡバンク・Ｊ

Ｆマリンバンク相談所内、電話：03-6837-1359）にお申し出くだ

さい。なお、愛媛弁護士会紛争解決センターには、直接お申立て

いただくことも可能です。 

 

  【共済事業】 

    (一社)日本共済協会 共済相談所（電話：03-5368-5757） 

https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html 

(一財)自賠責保険･共済紛争処理機構 

https://www.jibai-adr.or.jp 

(公財)日弁連交通事故相談センター 

https://n-tacc.or.jp  

(公財)交通事故紛争処理センター 

https://www.jcstad.or.jp 

日本弁護士連合会 

https://www.nichibenren.or.jp 

各機関の連絡先(住所・電話番号)につきましては、上記ホームページ

をご覧いただくか、①の窓口にお問い合わせ下さい。 

 

◇内部監査体制 

当組合では、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般

にわたる管理および各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と

有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の

適切性の維持・改善に努めています。 

また、内部監査は、ＪＡの本所・支所のすべてを対象とし、中期および

年度の内部監査計画に基づき実施しています。監査結果は代表理事組合長

および監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の

改善取組状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期

的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、

直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講

じています。 

https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html
https://www.jibai-adr.or.jp/
https://n-tacc.or.jp/
https://www.jcstad.or.jp/
https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html
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６．自己資本の状況 

◇自己資本比率の状況 

当組合では、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者の

ニーズに応えるため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取組んでい

ます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理および業務の効率化等に

取組んだ結果、令和８年３月末における自己資本比率は、15.50％となりま

した。 

 

 ◇経営の健全性の確保と自己資本の充実 

  当組合の自己資本は、組合員の普通出資によっています。 

 

【普通出資による資本調達額】  

項 目 内 容 

発行主体 高知県農業協同組合 

資本調達手段の種類 普通出資 

コア資本に係る基礎

項目に算入した額 
9,054 百万円（前年度 9,410 百万円） 

当組合は、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより

正確な自己資本比率を算出して、当組合が抱える信用リスクやオペレーシ

ョナル・リスクの管理およびこれらのリスクに対応した十分な自己資本の

維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めて

います。 

また、令和元年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利

リスクなどの各種リスクを個別の方法で質的または量的に評価し、リスク

を総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、自己資本充実度を評価するこ

とにより、経営の健全性維持・強化を図っております。 
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７．主な事業の内容 
（１）主な事業の内容 
〔信用事業〕 

信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行

っています。この信用事業は、ＪＡ・信連・農林中金という３段階の組織が有機的

に結びつき、「ＪＡバンク」として大きな力を発揮しています。 

 

◇貯金業務 

組合員の方はもちろん、地域住民の皆様や事業主の皆様からの貯金をお預かり

しています。普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯

金を目的・期間・金額にあわせてご利用いただいています。 

また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け

取り、給与振込等もご利用いただけます。 

     

◇貸出業務 

  農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、

組合員の皆様の生活を豊かにするための生活改善資金等を融資しています。 

また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆様のくらしに必要な資金や、

地方公共団体、農業関連産業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金を貸

し出し、農業の振興はもとより、地域社会の発展のために貢献しています。 

さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸

付、個人向けローンも取扱っています。 

     

◇為替業務 

全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店

舗を為替網で結び、当組合の窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送

金や手形・小切手等の取立が安全・確実・迅速にできます。 

  

◇その他の業務およびサービス 

当組合では、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、

各種自動支払や事業主の皆様のための給与振込サービス、自動集金サービスなど

取扱っています。 

また、国債（新窓販国債、個人向け国債）の窓口販売の取扱、貸金庫のご利

用、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエンス・ストア

ーなどでも現金引き出しのできるキャッシュサービスなど、いろいろなサービス

に努めています。 

 ○各種自動受取（年金受取等） 

 ○各種自動支払（税金、電気、電話等の公共料金、家賃等） 

 ○給与（給料）振込サービス 

 ○定時自動集金サービス（授業料等集金） 
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〔共済事業〕 

ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用
者の皆様の生命・傷害・家屋・財産を相互扶助によりトータルに保障していま
す。事業実施当初から生命保障と損害保障の両方を実施しており、個人の日常
生活のうえで必要とされるさまざまな保障・ニーズにお応えできます。 
ＪＡ共済では、生命・建物・自動車などの各種共済による生活総合保障を展

開しています。 

 

〔農業関連事業〕 

 ◇販売事業 

生産者から消費者へ新鮮で安心・安全な農畜産物をお届けする事業を行って

います。生産者が生産した農畜産物を市場に出荷しています。 

 

◇購買事業 

購買店舗では、農産物の種、苗、肥料、農薬、農具、園芸資材等を供給して

います。米や野菜等を出荷している農家向けの品物だけではなく、家庭菜園向

けの品物や日用品等の生活資材も取り扱っています。 

 

◇加工事業 

生産者の生産した農産物に付加価値を加え、地域の特性を生かした加工品の開

発を行っています。 

 

◇利用事業 

育苗センターやライスセンターの運営を行うことで生産者の生産から出荷まで

をサポートし、地域の農業生産を支える拠点としての役割を担っています。 

 

◇直販事業 

県内各地の直販所を通じて、県内農畜産物の地産地消に取組んでいます。 

 

〔営農・生活相談事業〕 

 ◇営農指導相談 

 ◇くらしの相談 

 ◇健康づくり 

 

〔生活関連事業〕 

 ◇店舗事業（Ａコープ）   

 ◇自動車事業 

 ◇石油（ＪＡ－ＳＳ）事業   など。 
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■主な貯金■ 

 
 

＜貯金のご利用にあたっての留意事項＞ 

貯金のご利用にあたっては、ご契約上の規定など、それぞれの商品の特色を窓口

でおたずねいただくなど、ご確認の上、ご利用下さい。
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■主な貸出一覧■ 

□農業性資金 

 
＊ご利用にあたっては、保証会社等の審査が必要な場合がございます。   

＊上記資金以外にも取扱がございます。 

□生活性資金 

 

＊ローンのご利用にあたっては、保証会社等の審査が必要な場合がございます。 

＊上記ローン以外にも取扱がございます。 

＜ローンのご利用にあたっての留意事項＞ 

ローンについては、金利変動ルールなど、それぞれのローンの特色を窓口でおたずねいただくなど、よくご

確認の上、ご利用下さい。ローンのご利用にあたりましては、ご契約上の規定、ご返済方法（返済日、返済額

など）、ご利用限度額、現在のご利用額などにご留意下さい。 

■公庫資金■ 

 
＊上記資金以外にも取扱がございます。 
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各種信用手数料一覧表 

（令和８年４月１日現在） 

 

※1 文書扱いによるお振込みの場合、税金・税金以外を問わず、一律で手数料が必要となります。 ただし、

高知県内の公金（須崎市および馬路村を除く）については、手数料が免除されます。 

※2 他県ＪＡ・他行カードによる振込については、為替手数料に、下記の顧客手数料（他県ＪＡ・他行カー

ド振込時のネット出金取引における顧客手数料）が加算されます。 
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（２）系統セーフティネット（貯金者保護の取組） 
当組合の貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と

公的制度である「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重

のセーフティネットで守られています。 

  

◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み 

組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再

編強化法（農林中央金庫および特定農水産業協同組合等による信用事業の再編お

よび強化に関する法律）」に則り、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）総

意のもと「ＪＡバンク基本方針」に基づき、ＪＡ・信連・農林中金が一体的に取

組む仕組みを「ＪＡバンクシステム」といいます。 

「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止シ

ステム」と、スケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの

提供の充実・強化を目指す「一体的事業運営」の２つの柱で成り立っています。 

 

◇「破綻未然防止システム」の機能 

  「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破

綻を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度です。具体的には、（1）個々

のＪＡ等の経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期

に発見、（2）経営破綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、（3）

全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金」等を活用し、個々のＪＡ

の経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行います。 

 

◇「一体的な事業運営」の実施 

良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提

案力の強化、共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等

の一体的な事業運営の取組をしています。 

 

◇貯金保険制度 

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった

場合などに、貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩

序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金などが加入

する「預金保険制度」と同様な制度です。 


